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SS過疎地対策の事例

 自治体関与・小 自治体関与・大

 山形県白鷹町
地域内には商系３SSとJASSの計４SS
があったが、過疎化が進む町でＳＳを残
すため、商系３SSが統合。

 大分県杵築市大田地区
事業者から撤退意思表示のあったSSを、
住民有志が合同会社を設立して事業承
継。地下タンク改修の資金調達にガバメ
ントクラウドファンディングを活用。

 岡山県津山市阿波地区
事業者の撤退に伴い、地域住民の共同
出資による合同会社を設立し、SS・小
売店舗を運営（地域の自治組織が主導）。

 長野県阿智村
事業者の撤退意向を受け、地域住民が
出資し、株式会社を設立、SSを再開。
（村も設備更新費用として補助金支出）

 秋田県仙北市
SS存続の危機に直面する中、経営者と
市が対策のためのコンソーシアムを立
ち上げ、国の補助金を活用して灯油配
送の効率化や、新たに除雪事業に取り
組むことにより経営改善を実現。 

 長野県売木村
村民有志が承継したSSの老朽化に伴い、
村が燃料供給計画を策定の上、新たに
地上タンク型のSSの実証実験を行う。
その後同SSを借り受けて営業継続。

 奈良県川上村
事業者から撤退意思表示のあったSSを、
村民主体の生活支援等を行う一般社団
法人（100％村出資）が事業承継。 

 奈良県下市町
下市町・ならコープ間で地方創生協力に
関する包括協定締結し、空き店舗となっ
ていた町内唯一のSSを「ならコープ下
市コミュニティスタンド」として開所

 福島県三島町
閉鎖した町内唯一のSS施設を町が譲り
受けて第三セクターに運営を委託。その
後、国の支援を受けて、バイパス沿いに
移転し営業継続。 2



過疎地におけるSS経営の厳しい現実

灯油配送の様子

【秋田県仙北市の事例】

【その後の状況】
灯油配送合理化、除雪事業を開始した2016年度以降、地域の人口減少が一層進む。

事業存続を断念し、2025年３月末で廃業を決める。SSは特約店が引き継ぐが、２年後に地下タンク50
年規制を迎えることから、その時点で閉鎖し、灯油は特約店が配達で対応する予定。
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過疎地に燃料供給インフラが存在する意義
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